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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、第13期中間会計期間及び第13期は潜在株式

が存在しないため記載しておりません。第14期中間会計期間及び第14期については、希薄化効果を有してい

る潜在株式が存在しないため記載しておりません。第15期中間会計期間については、潜在株式が存在するも

のの１株当たり中間純損失であるため記載しておりません。 

３．従業員数は就業人員数であり、平均臨時雇用者数は（ ）内に外書きで記載しております。 

回次 第13期中 第14期中 第15期中 第13期 第14期 

会計期間 

自平成17年 
２月１日 

至平成17年 
７月31日 

自平成18年 
２月１日 

至平成18年 
７月31日 

自平成19年 
２月１日 

至平成19年 
７月31日 

自平成17年 
２月１日 

至平成18年 
１月31日 

自平成18年 
２月１日 

至平成19年 
１月31日 

売上高 (千円) 2,265,854 2,811,580 3,073,272 5,100,858 5,959,462 

経常利益又は経常損失

（△） 
(千円) 57,921 87,487 △39,895 271,226 174,968 

中間（当期）純利益又は 

中間純損失（△） 
(千円) 17,678 42,197 △51,286 132,140 85,630 

資本金 (千円) 172,647 291,647 291,647 172,647 291,647 

発行済株式総数 (株) 7,230 8,230 8,230 7,230 8,230 

純資産額 (千円) 712,743 1,167,718 1,117,714 829,970 1,211,596 

総資産額 (千円) 2,938,579 3,446,571 3,787,072 3,058,704 3,757,466 

１株当たり純資産額 (円) 98,581.44 141,885.63 135,809.83 114,795.39 147,210.10 

１株当たり中間（当期）

純利益金額（△）又は１

株当たり中間純損失金額 

(円) 2,445.13 5,179.55 △6,231.68 18,276.71 10,456.76 

潜在株式調整後１株当た

り中間（当期）純利益金

額 

(円) － － － － － 

１株当たり配当額 (円) － － － － 5,000 

自己資本比率 (％) 24.3 33.9 29.5 27.1 32.2 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
(千円) 75,024 124,717 102,270 332,298 304,772 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
(千円) △456,510 △456,243 △96,692 △826,757 △892,626 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
(千円) 579,951 342,091 56,503 517,312 573,487 

現金及び現金同等物の中

間期末（期末）残高 
(千円) 381,419 216,372 253,521 205,807 191,440 

従業員数 

(外、平均臨時雇用者数) 
(人) 

279 

(257) 

308 

(342) 

310 

(430) 

288 

(313) 

310 

(374) 



２【事業の内容】 

   当中間会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。 

３【関係会社の状況】 

   該当事項はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（パートタイマーを含みます。）は、当中間会計期間の平均人員を

（ ）外数で記載しております。 

(2）労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  平成19年７月31日現在

従業員数（人） 310（430） 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間会計期間におけるわが国経済は、世界的な株安や円高の進行から企業業績に対する不安感もありました

が、堅調な設備投資などから緩やかな景気回復が続いております。また、完全失業率は大幅な改善が進み、個人消

費についても底堅く推移していると思われます。 

 一方、外食産業におきましては、同業他社との競合は激しさを増しておりますが、既存店売上高や来客数も順調

に推移していると思われます。 

 このような環境のもと、関東地区２店舗、東北地区１店舗、東海地区２店舗の計５店舗を出店いたしました。ま

た、１店舗の閉店を行い、当中間会計期間末の店舗数は81店舗となりました。 

 営業面では、同業他社との競合及びＱＳＣ（商品の品質・サービス・清潔さ）レベル向上に向けた社員教育が現

在取組み過程であること等から、売上高は低調に推移いたしました。また、販売促進施策の一環として期間限定メ

ニューの販売を行いましたが、売上高の落ち込みをカバーするだけの効果は見られず、既存店売上高は前年対比

91.2％となりました。 

 販売費及び一般管理費につきましては、ガス単価が当初予想と比較して約13％上昇したことにより、水道光熱費

は大幅な上昇となっております。また、採用費の見直し等コスト削減努力を行ってまいりましたが、売上高減少に

応じた人件費の調整がうまく進まなかったこともあり、当中間会計期間の売上高は3,073,272千円（前年同期比

9.3％増）、経常損失は39,895千円（前年同期は87,487千円の経常利益）となり、中間純損失は51,286千円（前年

同期は42,197千円の中間純利益）となりました。 

(2）キャッシュ・フロー 

 当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末と比較して62,081千円

増加し、当中間会計期間末は253,521千円となりました。 

 当中間会計期間におけるキャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間会計期間において営業活動により得られた資金は、102,270千円（前年同期比18.0％減）となりました。

これは主に、税引前中間純損失75,473千円に対して、減価償却費が127,951千円となり法人税等15,740千円を支払

ったことなどによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間会計期間において投資活動に使用した資金は、96,692千円（前年同期比78.8％減）となりました。これは

主に、新店舗の開設により有形固定資産の取得による支出が92,820千円あったことなどによるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間会計期間において財務活動の結果得られた資金は、56,503千円（前年同期比83.5％減）となりました。こ

れは主に、長期借入金の返済による支出が229,199千円ありましたが、新規の長期借入による収入が400,000千円あ

ったことなどによるものであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

 当中間会計期間における生産実績を品目別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は製造原価によって表示しております。 

    ２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2) 受注実績 

    当社は飲食業であり、見込生産によっておりますので、受注高並びに受注残高については記載すべき事項はあり

ません。 

(3）販売実績 

 当中間会計期間における販売実績を都道府県別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

品目 生産高（千円） 前年同期比（％） 

醤油タレ他 33,005 94.2 

合計 33,005 94.2 

  売上金額（千円） 前年同期比（％） 

ラーメン事業     

北海道 758,239 90.6 

茨城県 522,546 110.7 

栃木県 251,576 99.1 

埼玉県 325,457 111.2 

千葉県 358,416 103.7 

群馬県 211,914 88.1 

東京都 50,544 93.6 

宮城県 77,565 81.6 

静岡県 202,091 222.2 

福島県 47,006 143.9 

神奈川県 84,169 144.0 

岐阜県 54,703 139.9 

山梨県 69,861 － 

山形県 44,652 － 

愛知県 14,527 － 

合計 3,073,272 109.3 



３【対処すべき課題】 

  今後のわが国経済は徐々に景気回復の兆しが見えてきておりますが、外食市場規模は伸び悩んでおり外食チェー

ン企業間の出店競争も益々激しくなっている状況であります。 

 このような状況下で、当社の対処すべき課題は、以下のとおりであると考えております。 

① お客様のニーズへの対応について 

② 出店計画の達成について 

③ 食の安全性、食材の安定確保について 

④ 人材確保への取組みについて 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間会計期間において新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 前事業年度末における設備計画のうち、当中間会計期間に完成したものは次のとおりであります。 

（注）１．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

   ２．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（パートタイマーを含みます。）は、当中間会計期間の平均人員を

（ ）外数で記載しております。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設 

当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設等の計画は、次のとおりであります。 

 （注）１．投資予定金額には、敷金及び保証金を含んでおります。 

    ２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2) 重要な改修 

    該当事項はありません。 

(3) 重要な設備の除却等 

    該当事項はありません。 

事業所名 
(所在地) 

事業部門の
名称 

設備の 
内容 

帳簿価額（千円） 
従業員
数 
(人) 建物及び 

構築物 
工具器具 
備品 

差入保証金
等 

その他 合計 

ラーメン山岡家山形青田店 

山形県山形市 

ラーメン 

事業 

店舗

設備 
46,383 － 3,000 － 49,383 ２（６） 

ラーメン山岡家水戸内原店 

茨城県水戸市 

ラーメン 

事業 

店舗

設備 
58,636 － 1,926 － 60,562 ６（６） 

ラーメン山岡家相模原店 

神奈川県相模原市 

ラーメン 

事業 

店舗

設備 
40,035 － 16,600 － 56,635 ５（５） 

ラーメン山岡家豊橋下地店 

愛知県豊橋市 

ラーメン 

事業 

店舗

設備 
38,193 962 20,604 － 59,760 ３（６） 

ラーメン山岡家大口店 

愛知県丹羽郡大口町 

ラーメン 

事業 

店舗

設備 
54,213 1,006 3,414 － 58,633 １（３） 

合計 ― ― 237,463 1,968 45,544 － 284,976 17（26） 

事業所名 
（所在地） 

設備の 
内容 

投資予定金額 
資金調達 
方法 

着手及び完了予定 完成後の 
増加能力 

（席） 総額 
（千円） 

既支払額 
（千円） 

着手 完了 

ラーメン山岡家桑名店 

三重県桑名市 

店舗 

設備 
48,600 4,600 

自己資金 

長期借入金 
平成19年８月 平成19年10月 45 

ラーメン山岡家 

丸ヶ崎店 

埼玉県さいたま市西区 

店舗 

設備 
63,000 3,102 

自己資金 

長期借入金 
平成19年10月 平成19年12月 41 

ラーメン山岡家鈴鹿店 

三重県鈴鹿市 

店舗 

設備 
62,400 7,300 

自己資金 

長期借入金 
平成19年11月 平成20年１月 45 

ラーメン山岡家船橋店 

千葉県船橋市 

店舗 

設備 
66,000 5,000 

自己資金 

長期借入金 
平成20年１月 平成20年４月 50 

合計   240,000 20,002 － － － 181 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注）発行済株式は、すべて完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式でありま

す。 

(2）【新株予約権等の状況】 

    旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

平成18年４月28日定時株主総会決議 

（注）１．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。た 

    だし、かかる調整は本新株予約権のうち、当該時点で権利行使していない新株予約権の目的となる株式の数に 

    ついてのみ行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。 

    調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

     また、発行日後に、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い新株予約権が承継される場合または当社 

    が完全子会社となる株式交換もしくは株式移転を行い新株予約権が承継される場合、当社は合併比率等に応じ 

    必要と認める株式数の調整を行うことができるものとする。 

   ２．本新株予約権発行後下記の各事由が生じたときは、下記の算式により調整された行使価額に各新株予約権１ 

    個当たりの株式の数を乗じた額とする。なお、調整後の行使価額は、１円未満の端数を切り上げる。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 32,920 

計 32,920 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 

(平成19年７月31日) 

提出日現在発行数（株） 
(平成19年10月30日) 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名 
内容 

普通株式 8,230 8,230 ジャスダック証券取引所 （注） 

計 8,230 8,230 － － 

 
中間会計期間末現在 
（平成19年７月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年９月30日） 

新株予約権の数（個） 239 234 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式  同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 239 234 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 590,149  同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成20年４月29日 

至 平成23年４月28日 
 同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円） 

発行価格 

資本組入額 

590,149 

295,075 
 同左 

新株予約権の行使の条件 （注）３  同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）３  同左 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － － 



    ① 当社が株式分割または株式併合を行う場合 

    ② 当社が時価を下回る価額で新株を発行（新株予約権（新株予約権付社債も含む）の行使による場合及び当 

     社の普通株式に転換できる証券の転換による場合を除く）する場合、または、当社が時価を下回る価額で自 

     己株式を処分する場合（以下の算式において、新規発行には処分も含むものとし、その場合の１株当たり払 

     込金額は１株当たり処分価額を読み替えるものとする） 

     なお、算式中の既発行株式数には当社が保有する自己株式を含まない。 

   ３．新株予約権の行使の条件について 

    ①新株予約権の割当を受けた者（以下、「新株予約権者」という）は、権利行使時においても、当社の取締役 

     、監査役及び従業員の地位にあることを要するものとする。 

    ②新株予約権者が死亡した場合は、新株予約権の相続を認めないものとする。 

    ③その他の条件については、本株主総会決議及び新株予約権発行にかかる取締役会決議に基づき、別途当社と 

     新株予約権者との間で締結する「新株予約権割当契約」に定めるところによる。 

    ④新株予約権を譲渡する場合は、当社取締役会の承認を要する。 

(3）【ライツプランの内容】 

     該当事項はありません。 

(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
１ 

分割・併合の比率

       
既発行株式数 ＋ 

新規発行株式数 × １株当たり払込金額 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
１株当たり時価 

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高 
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成19年２月１日～ 

平成19年７月31日 
－ 8,230 － 291,647 － 272,747 



(5）【大株主の状況】 

(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

  平成19年７月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％） 

山岡 正 札幌市北区 3,810 46.29 

山岡 江利子 東京都渋谷区 728 8.84 

谷内 輝彰 千葉県習志野市 310 3.76 

㈱エヌ・ジー・シー 東京都台東区浅草１丁目43番８号 301 3.65 

丸千代山岡家社員持株会 札幌市東区東雁来７条１丁目４番19号 289 3.51 

塩尻 栄子 埼玉県越谷市 177 2.15 

エイチエスビーシーバンクピ

ーエルシーアカウントアトラ

ンティスジャパングローズフ

ァンド 

（（常任代理人）香港上海銀

行東京支店） 

2 COPTHALL AVENUE,LONDON,EC2R 7DA UNITED KINGDOM

(東京都中央区日本橋３丁目11番１号） 
172 2.08 

パーシングディビジョンオブ

ドナルドソンラフキンアンド

ジェンレットエスイーシーコ

ーポレイション 

（（常任代理人）シティバン

ク銀行株式会社） 

ONE PERSHING PLAZA JERSEY CITY NEW JERSEY U.S.A 

(東京都品川区東品川２丁目３番14号) 
150 1.82 

朝日火災海上保険㈱ 東京都千代田区神田美土代町７ 82 0.99 

宗石 徳代 東京都葛飾区 64 0.77 

計 － 6,083 73.91 

  平成19年７月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式   － － － 

議決権制限株式（自己株式等）   － － － 

議決権制限株式（その他）   －   － － 

完全議決権株式（自己株式等）   － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 8,230 8,230 

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式 

端株   － － － 

発行済株式総数 8,230 － － 

総株主の議決権 － 8,230 － 



②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

３【役員の状況】 

  前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

（1）退任役員 

（2）役職の異動 

  平成19年７月31日現在

所有者の氏名又は
名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

－ － － － － － 

計 － － － － － 

月別 平成19年２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 

最高（円） 233,000 200,000 190,000 185,000 178,000 170,000 

最低（円） 196,000 161,000 178,000 154,000 155,000 151,000 

役名 職名 氏名 退任年月日 

取締役 
営業企画部長 

兼経営企画室担当 
川合 伸明 平成19年５月31日 

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日 

取締役副社長 
経営企画室長 

兼営業企画部長 
取締役副社長 経営企画室長 杉本 伸彦 平成19年６月１日

取締役副社長 
経営企画室長 

兼購買部長 
取締役副社長 

経営企画室長 

兼営業企画部長 
杉本 伸彦 平成19年９月１日

取締役 関東営業部長 取締役 営業部長 一由 聡 平成19年９月１日



第５【経理の状況】 

１．中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成18年２月１日から平成18年７月31日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成19年２月１日から平成19年７月31日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作

成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（平成18年２月１日から平成18年７月31日ま

で）の中間財務諸表について、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間会計期間（平成

19年２月１日から平成19年７月31日まで）の中間財務諸表について、創研合同監査法人による中間監査を受けており

ます。 

３．中間連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。 



【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 

（平成18年７月31日） 
当中間会計期間末 

（平成19年７月31日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成19年１月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金   216,372   253,521 191,440   

２．たな卸資産   53,410   64,543 63,708   

３．前払費用   62,255   73,634 69,795   

４．繰延税金資産   6,294   33,519 5,649   

５．その他   3,531   12,395 13,863   

流動資産合計     341,864 9.9 437,615 11.6   344,458 9.2

Ⅱ 固定資産           

(1) 有形固定資産 ※１         

１．建物 ※２ 1,628,848   1,889,940 1,803,656   

２．構築物   324,646   360,040 347,509   

３．土地 ※２ 340,516   340,516 340,516   

４．建設仮勘定   105,941   1,102 165,039   

５．その他   16,438   17,609 14,797   

有形固定資産合計   2,416,390   2,609,208 2,671,519   

(2) 無形固定資産   25,212   23,929 25,082   

(3) 投資その他の資産           

１．投資有価証券   12,637   12,158 13,986   

２．敷金保証金   433,684   482,940 469,734   

３．保険積立金   126,605   126,985 139,120   

４．その他   90,176   94,235 93,565   

投資その他の資産
合計 

  663,104   716,319 716,406   

固定資産合計     3,104,707 90.1 3,349,457 88.4   3,413,008 90.8

資産合計     3,446,571 100.0 3,787,072 100.0   3,757,466 100.0 

          

 



    
前中間会計期間末 

（平成18年７月31日） 
当中間会計期間末 

（平成19年７月31日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成19年１月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．買掛金   119,969   143,576 125,721   

２．短期借入金   36,000   － 26,000   

３．１年以内返済予定
長期借入金 

  361,876   541,066 441,814   

４．１年以内償還予定
社債 

  10,000   10,000 10,000   

５．未払金   379,280   361,592 382,376   

６．未払法人税等   47,008   14,601 25,000   

７．サービス券引当金   4,300   4,600 4,800   

８．その他 ※３ 37,223   63,565 46,312   

流動負債合計     995,656 28.9 1,139,001 30.1   1,062,024 28.3

Ⅱ 固定負債           

１．社債   135,000   125,000 130,000   

２．長期借入金 ※２ 1,077,750   1,371,675 1,300,126   

３．長期未払金   51,298   3,677 22,714   

４．その他   19,147   30,003 31,004   

固定負債合計     1,283,195 37.2 1,530,356 40.4   1,483,845 39.5

負債合計     2,278,852 66.1 2,669,357 70.5   2,545,869 67.8

            

（純資産の部）                    

Ⅰ 株主資本                     

１ 資本金     291,647 8.5   291,647 7.7   291,647 7.7 

２ 資本剰余金                    

(1）資本準備金   272,747     272,747     272,747    

資本剰余金合計     272,747 7.9   272,747 7.2   272,747 7.3 

３ 利益剰余金                    

(1）利益準備金   400     400     400    

(2）その他利益剰余
金 

                   

繰越利益剰余金   599,037     550,033     642,470    

利益剰余金合計     599,437 17.4   550,433 14.5   642,870 17.1 

株主資本合計     1,163,831 33.8   1,114,827 29.4   1,207,264 32.1 

Ⅱ 評価・換算差額等                     

１ その他有価証券評
価差額金 

    3,887 0.1   2,887 0.1   4,332 0.1 

評価・換算差額等合
計 

    3,887 0.1   2,887 0.1   4,332 0.1 

純資産合計     1,167,718 33.9   1,117,714 29.5   1,211,596 32.2 

負債及び純資産合計     3,446,571 100.0   3,787,072 100.0   3,757,466 100.0 

                     



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年２月１日 
至 平成19年７月31日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     2,811,580 100.0 3,073,272 100.0   5,959,462 100.0 

Ⅱ 売上原価     669,864 23.8 765,422 24.9   1,427,417 24.0

売上総利益     2,141,716 76.2 2,307,849 75.1   4,532,044 76.0

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

    2,031,378 72.3 2,359,547 76.8   4,336,296 72.7

営業利益又は営業
損失(△) 

    110,337 3.9 △51,697 △1.7   195,748 3.3

Ⅳ 営業外収益 ※１   26,034 0.9 36,087 1.2   52,638 0.9

Ⅴ 営業外費用 ※２   48,884 1.7 24,285 0.8   73,418 1.3

経常利益又は経常
損失(△) 

    87,487 3.1 △39,895 △1.3   174,968 2.9

Ⅵ 特別利益  ※３   － － － －   1,540 0.0

Ⅶ 特別損失 ※４   6,255 0.2 35,578 1.2   9,545 0.1

税引前中間（当
期）純利益又は税
引前中間純損失
（△） 

    81,231 2.9 △75,473 △2.5   166,963 2.8

法人税、住民税及
び事業税 

  38,646   6,300 82,976   

法人税等調整額   387 39,034 1.4 △30,486 △24,186 △0.8 △1,643 81,332 1.4

中間（当期）純利
益又は中間純損失
（△） 

    42,197 1.5 △51,286 △1.7   85,630 1.4

          



③【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間（自 平成18年２月１日 至 平成18年７月31日） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本合計 
資本準備
金 

資本剰余
金合計 

利益準備
金 

その他利益剰余金
利益剰余
金合計 

繰越利益剰余金 

平成18年１月31日 残高 

（千円） 
172,647 94,147 94,147 400 556,839 557,239 824,033 

中間会計期間中の変動額              

新株の発行（千円） 119,000 178,600 178,600       297,600 

中間純利益（千円）         42,197 42,197 42,197 

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額） 

（千円） 

              

中間会計期間中の変動額合計 

（千円） 
119,000 178,600 178,600 － 42,197 42,197 339,797 

平成18年７月31日 残高 

（千円） 
291,647 272,747 272,747 400 599,037 599,437 1,163,831 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

評価・換算差額
等合計 

平成18年１月31日 残高 

（千円） 
5,936 5,936 829,970 

中間会計期間中の変動額      

新株の発行（千円）     297,600 

中間純利益（千円）     42,197 

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額） 

（千円） 

△2,049 △2,049 △2,049 

中間会計期間中の変動額合計 

（千円） 
△2,049 △2,049 337,748 

平成18年７月31日 残高 

（千円） 
3,887 3,887 1,167,718 



当中間会計期間（自 平成19年２月１日 至 平成19年７月31日） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本合計 
資本準備
金 

資本剰余
金合計 

利益準備
金 

その他利益剰余金
利益剰余
金合計 

繰越利益剰余金 

平成19年１月31日 残高 

（千円） 
291,647 272,747 272,747 400 642,470 642,870 1,207,264 

中間会計期間中の変動額              

剰余金の配当（千円）         △41,150 △41,150 △41,150 

中間純損失（千円）         △51,286 △51,286 △51,286 

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額） 

（千円） 

              

中間会計期間中の変動額合計 

（千円） 
－ － － － △92,436 △92,436 △92,436 

平成19年７月31日 残高 

（千円） 
291,647 272,747 272,747 400 550,033 550,433 1,114,827 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

評価・換算差額
等合計 

平成19年１月31日 残高 

（千円） 
4,332 4,332 1,211,596 

中間会計期間中の変動額      

剰余金の配当（千円）     △41,150 

中間純損失（千円）     △51,286 

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額） 

（千円） 

△1,445 △1,445 △1,445 

中間会計期間中の変動額合計 

（千円） 
△1,445 △1,445 △93,881 

平成19年７月31日 残高 

（千円） 
2,887 2,887 1,117,714 



前事業年度の株主資本等変動計算書（自 平成18年２月１日 至 平成19年１月31日） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本合計 
資本準備
金 

資本剰余
金合計 

利益準備
金 

その他利益剰余金
利益剰余
金合計 

繰越利益剰余金 

平成18年１月31日 残高 

（千円） 
172,647 94,147 94,147 400 556,839 557,239 824,033 

事業年度中の変動額              

新株の発行（千円） 119,000 178,600 178,600       297,600 

当期純利益（千円）         85,630 85,630 85,630 

株主資本以外の項目の事業年

度中の変動額（純額） 

（千円） 

              

事業年度中の変動額合計 

（千円） 
119,000 178,600 178,600 － 85,630 85,630 383,230 

平成19年１月31日 残高 

（千円） 
291,647 272,747 272,747 400 642,470 642,870 1,207,264 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

評価・換算差額
等合計 

平成18年１月31日 残高 

（千円） 
5,936 5,936 829,970 

事業年度中の変動額      

新株の発行（千円）     297,600 

当期純利益（千円）     85,630 

株主資本以外の項目の事業年

度中の変動額（純額） 

（千円） 

△1,604 △1,604 △1,604 

事業年度中の変動額合計 

（千円） 
△1,604 △1,604 381,626 

平成19年１月31日 残高 

（千円） 
4,332 4,332 1,211,596 



④【中間キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年２月１日 
至 平成19年７月31日） 

前事業年度の要約キャッシュ・
フロー計算書 
（自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日） 

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フ
ロー 

        

税引前中間（当期）純利益又
は税引前中間純損失（△） 

  81,231 △75,473 166,963 

減価償却費   103,392 127,951 230,939 

サービス券引当金の増加（減
少）額 

  － △200 500 

受取利息及び受取配当金   △2,358 △404 △2,426 

支払利息   20,432 23,324 44,829 

新株発行費   6,540 － － 

株式交付費   － － 6,540 

有形固定資産売却益   － － △1,540 

有形固定資産除却損   2,920 35,578 3,710 

たな卸資産の(増加)額   △4,925 △1,932 △20,585 

その他流動資産の(増加)額   △5,210 △2,378 △19,431 

長期前払費用の(増加)減少額   △11,273 1,268 △14,772 

仕入債務の増加額   18,787 17,855 24,539 

その他流動負債の増加（減
少）額 

  △1,289 14,592 47,305 

その他固定負債の増加(減少)
額 

  11,668 △1,001 23,525 

小計   219,917 139,180 490,098 

利息及び配当金の受取額   51 305 84 

利息の支払額   △15,506 △21,474 △32,857 

法人税等の支払額   △79,744 △15,740 △152,553 

営業活動によるキャッシュ・フ
ロー 

  124,717 102,270 304,772 

 



    
前中間会計期間 

（自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年２月１日 
至 平成19年７月31日） 

前事業年度の要約キャッシュ・
フロー計算書 
（自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日） 

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フ
ロー 

        

有形固定資産の取得による支
出 

  △394,215 △92,820 △780,397 

有形固定資産の売却による収
入 

  － － 2,000 

無形固定資産の取得による支
出 

  △4,468 △2,300 △7,539 

投資有価証券の取得による支
出 

  △600 △600 △1,200 

その他固定資産の(増加)額   △56,959 △971 △105,488 

投資活動によるキャッシュ・フ
ロー 

  △456,243 △96,692 △892,626 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フ
ロー 

        

短期借入金の純増減額   16,000 △26,000 6,000 

長期借入れによる収入   300,000 400,000 800,000 

長期借入金の返済による支出   △197,772 △229,199 △395,458 

社債の償還による支出   △5,000 △5,000 △10,000 

割賦未払金の(減少)額   △62,196 △42,697 △118,113 

株式の発行による収入   291,059 － 291,059 

配当金の支払額   － △40,600 － 

財務活動によるキャッシュ・フ
ロー 

  342,091 56,503 573,487 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加（減
少）額 

  10,565 62,081 △14,367 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高   205,807 191,440 205,807 

Ⅵ 現金及び現金同等物の中間期末
（期末）残高 

  216,372 253,521 191,440 

          



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年２月１日 
至 平成19年７月31日） 

前事業年度 
（自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

  

  

(1) 有価証券 (1) 有価証券 (1) 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等に基

づく時価法(評価差額は全部純

資産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定)

を採用しております。 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく

時価法(評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定)を採用し

ております。 

  

  

  

(2）たな卸資産 

 原材料、店舗食材 

 月次総平均法による原価法を

採用しております。 

(2) たな卸資産 

 原材料、店舗食材 

 同左 

(2) たな卸資産 

 原材料、店舗食材 

 同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

  

(1) 有形固定資産 

 定率法（ただし、平成10年４

月１日以降に取得した建物（附

属設備は除く）は定額法）を採

用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下の

通りであります。 

 ・建物      14～20年 

 ・構築物     10～30年 

(1) 有形固定資産 

 定率法（ただし、平成10年４

月１日以降に取得した建物（附

属設備は除く）は定額法）を採

用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下の

通りであります。 

 ・建物      14～20年 

 ・構築物     10～30年 

（会計方針の変更） 

 当社は、法人税法の改正

（（所得税法等の一部を改正す

る法律 平成19年３月30日 法

律第６号）及び（法人税法施行

令の一部を改正する政令 平成

19年３月30日 政令第83号））

に伴い、平成19年４月１日以降

に取得した有形固定資産の減価

償却方法については、改正後の

法人税法に基づく方法に変更し

ております。 

 これによる営業損失、経常損

失及び税引前中間純損失に与え

る影響は軽微であります。 

(1) 有形固定資産 

 定率法（ただし、平成10年４

月１日以降に取得した建物（附

属設備は除く）は定額法）を採

用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下の

通りであります。 

 ・建物      14～20年 

 ・構築物     10～30年 

  

  

(2) 無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

 なお、自社利用のソフトウエ

アについては、社内における利

用可能期間（５年）に基づいて

おります。 

(2) 無形固定資産 

  同左 

(2) 無形固定資産 

  同左 

  

  

(3) 長期前払費用 

 定額法を採用しております。 

(3) 長期前払費用 

  同左 

(3) 長期前払費用 

  同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年２月１日 
至 平成19年７月31日） 

前事業年度 
（自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日） 

３．重要な引当金の計上基準 

  

サービス券引当金 

 販売促進を目的とする無料引換

券（サービス券）制度により発行

された引換券の未引換額に対し過

去の使用実績率に基づき、将来利

用されると見込まれる額を引当計

上しております。 

サービス券引当金 

 同左 

サービス券引当金 

 同左 

        

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

 同左  同左 

５．ヘッジ会計の方法 

  

(1) ヘッジ会計の方法 

 ヘッジ会計の特例処理を採用

しております。 

(1) ヘッジ会計の方法 

 同左 

(1) ヘッジ会計の方法 

 同左 

  

  

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段・・・金利スワッ

プ取引 

 ヘッジ対象・・・借入金 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

 同左 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

 同左 

  

  

(3) ヘッジ方針 

 金利変動リスクを回避するた

めに、特例処理の条件内でヘッ

ジを行っております。 

(3) ヘッジ方針 

 同左 

(3) ヘッジ方針 

 同左 

  

  

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

 特例処理によっているため、

有効性の評価を省略しておりま

す。 

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

 同左 

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

 同左 

６．中間キャッシュ・フロー

計算書（キャッシュ・フ

ロー計算書）における資

金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。 

 同左  同左 

７．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

 同左 

消費税等の会計処理 

 同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間会計期間 
（自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年２月１日 
至 平成19年７月31日） 

前事業年度 
（自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当中間会計期間より、固定資産の減

損に係る会計基準（「固定資産の減損

に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月

９日））及び「固定資産の減損に係る

会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第６号 平成15年10月31日）

を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあり

ません。 

―――――― 

  

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当事業年度より、固定資産の減損に

係る会計基準（「固定資産の減損に係

る会計基準の設定に関する意見書」

（企業会計審議会 平成14年８月９

日））及び「固定資産の減損に係る会

計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第６号 平成15年10月31日）を

適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあり

ません。 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準等） 

当中間会計期間より、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 平成17年

12月９日 企業会計基準第５号）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準等の適用指針」（企業会

計基準適用指針第８号 平成17年12月

９日）を適用しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する金

額は1,167,718千円であります。 

 なお、中間財務諸表等規則の改正に

より、当中間会計期間における中間貸

借対照表の純資産の部については、改

正後の中間財務諸表等規則により作成

しております。 

―――――― 

  

（貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準等） 

当事業年度より、「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準委員会 平成17年12月

９日 企業会計基準第５号）及び「貸

借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」（企業会計基

準適用指針第８号 平成17年12月９

日）を適用しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する金

額は1,211,596千円であります。 

 なお、財務諸表等規則の改正によ

り、当事業年度における貸借対照表の

純資産の部については、改正後の財務

諸表等規則により作成しております。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間末 
（平成18年７月31日） 

当中間会計期間末 
（平成19年７月31日） 

前事業年度末 
（平成19年１月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

663,726千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

900,712千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

782,062千円 

※２ 担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産は次のとおりで

あります。 

※２ 担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産は次のとおりで

あります。 

※２ 担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産は次のとおりで

あります。 

建 物 119,239千円

土 地 340,516 

計 459,755 

建 物 89,408千円

土 地 340,516 

計 429,924 

建 物 93,123千円

土 地 340,516 

計 433,639 

 担保付債務は次のとおりであります。  担保付債務は次のとおりであります。  担保付債務は次のとおりであります。 

長期借入金 261,000千円

計 261,000 

長期借入金 261,000千円

計 261,000 

長期借入金 261,000千円

計 261,000 

※３ 消費税等の取扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は、相

殺のうえ、金額的重要性が乏しいため、

流動負債の「その他」に含めて表示して

おります。 

４．当社においては、運転資金の効率的な調 

 達を行うため取引銀行５行と貸出コミット 

 メント契約を締結しております。これら契 

 約に基づく当中間会計期間末の借入未実行 

 残高は次のとおりであります。 

  

貸出コミットメント

の総額 

800,000千円

借入実行残高 600,000 

差引額 200,000 

※３ 消費税等の取扱い 

 同左 

４．―――――― 

※３ ―――――― 

４．―――――― 

前中間会計期間 
（自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年２月１日 
至 平成19年７月31日） 

前事業年度 
（自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日） 

※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１ 営業外収益のうち主要なもの 

賃貸収入 5,575千円

受取手数料 10,048千円

賃貸収入 8,888千円

受取手数料 9,504千円

保険解約返戻金 11,139千円

賃貸収入 13,263千円

受取手数料 19,417千円

受取協賛金 8,142千円

※２ 営業外費用のうち主要なもの ※２ 営業外費用のうち主要なもの ※２ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 20,432千円

株式公開関連費用 21,600千円

支払利息 23,324千円 支払利息 44,829千円

株式公開関連費用 21,600千円

※３ ―――――― 

 ※４ 特別損失のうち主要なもの 

※３ ―――――― 

※４ 特別損失のうち主要なもの 

※３ 特別利益のうち主要なもの 

※４ 特別損失のうち主要なもの 

建物売却益 598千円

工具器具備品売却益 557千円

建物除却損 2,920千円

関東事務所移転費用 2,465千円

建物除却損 30,721千円 建物除却損 3,598千円

原状回復費用 3,370千円

５ 減価償却実施額 ５ 減価償却実施額 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 100,581千円

無形固定資産 2,811千円

有形固定資産 124,498千円

無形固定資産 3,453千円

有形固定資産 224,925千円

無形固定資産 6,013千円



（中間株主資本等変動計算書関係） 

  前中間会計期間（自 平成18年２月１日 至 平成18年７月31日） 

 １．発行済株式に関する事項 

（変動事由の概要） 

 増加数は、公募増資によるものであります。 

 ２．新株予約権等に関する事項 

   該当事項はありません。 

  当中間会計期間（自 平成19年２月１日 至 平成19年７月31日） 

 １．発行済株式に関する事項 

 ２．新株予約権等に関する事項 

   該当事項はありません。 

 ３．配当に関する事項 

 （1）配当金支払額 

 （2）基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間末後となるもの 

   該当事項はありません。 

 
前事業年度末株式
数（株） 

当中間会計期間増
加株式数（株） 

当中間会計期間減
少株式数（株） 

当中間会計期間末
株式数（株） 

発行済株式        

普通株式 7,230 1,000 － 8,230 

合計 7,230 1,000 － 8,230 

 
前事業年度末株式
数（株） 

当中間会計期間増
加株式数（株） 

当中間会計期間減
少株式数（株） 

当中間会計期間末
株式数（株） 

発行済株式        

普通株式 8,230 － － 8,230 

合計 8,230 － － 8,230 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年４月19日 

定時株主総会 
普通株式 41,150 5,000 平成19年１月31日 平成19年４月20日 



  前事業年度（自 平成18年２月１日 至 平成19年１月31日） 

 １．発行済株式に関する事項 

（変動事由の概要） 

 増加数は、公募増資によるものであります。 

 ２．新株予約権等に関する事項 

   該当事項はありません。 

 ３．配当に関する事項 

 （1）配当金支払額 

   該当事項はありません。 

 （2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

 
前事業年度末株式
数（株） 

当事業年度増加株
式数（株） 

当事業年度減少株
式数（株） 

当事業年度末株式
数（株） 

発行済株式        

普通株式 7,230 1,000 － 8,230 

合計 7,230 1,000 － 8,230 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（千円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年４月19日 

定時株主総会 
普通株式 41,150 利益剰余金 5,000 平成19年１月31日 平成19年４月20日

前中間会計期間 
（自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年２月１日 
至 平成19年７月31日） 

前事業年度 
（自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日） 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関

係 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関

係 

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

（平成18年７月31日現在） （平成19年７月31日現在） （平成19年１月31日現在） 

  （千円）

現金及び預金勘定 216,372 

現金及び現金同等物 216,372 

  （千円）

現金及び預金勘定 253,521 

現金及び現金同等物 253,521 

  （千円）

現金及び預金勘定 191,440 

現金及び現金同等物 191,440 



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年２月１日 
至 平成19年７月31日） 

前事業年度 
（自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び期末残高相当額 

  
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

中間期末
残高相当
額 
（千円） 

車両運
搬具 

8,691 5,774 2,917 

工具器
具備品 

297,363 126,794 170,568 

合計 306,055 132,568 173,486 

  
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

中間期末
残高相当
額 
（千円） 

車両運
搬具 

8,691 7,512 1,179

工具器
具備品 

311,643 140,275 171,368

合計 320,335 147,788 172,547

取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円） 

車両運
搬具 

8,691 6,643 2,048

工具器
具備品 

307,631 132,078 175,553

合計 316,323 138,721 177,601

２．未経過リース料中間期末残高相当額等 

未経過リース料中間期末残高相当額 

２．未経過リース料中間期末残高相当額等 

未経過リース料中間期末残高相当額 

２．未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

１年内 59,378千円

１年超 122,033 

合計 181,412 

１年内 63,074千円

１年超 116,666 

合計 179,740 

１年内 61,824千円

１年超 123,494 

合計 185,319 

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額、支払利息相当

額及び減損損失 

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額、支払利息相当

額及び減損損失 

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額、支払利息相当

額及び減損損失 

支払リース料 34,412千円

減価償却費相当額 29,836千円

支払利息相当額 4,760千円

支払リース料 37,907千円

減価償却費相当額 33,577千円

支払利息相当額 3,800千円

支払リース料 71,962千円

減価償却費相当額 62,815千円

支払利息相当額 9,123千円

４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数として、残存価

額を零とする定額法によっております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

 同左 

４．減価償却費相当額の算定方法 

 同左 

５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額

相当額との差額を利息相当額とし、各期

への配分方法については、利息法によっ

ております。 

（減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はありま

せん。 

５．利息相当額の算定方法 

 同左 

（減損損失について） 

 同左 

５．利息相当額の算定方法 

 同左 

（減損損失について） 

 同左 



（有価証券関係） 

 前中間会計期間（自 平成18年２月１日 至 平成18年７月31日）、当中間会計期間（自 平成19年２月１日 

至 平成19年７月31日）及び前事業年度（自 平成18年２月１日 至 平成19年１月31日）において子会社株式及

び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

前中間会計期間（自 平成18年２月１日 至 平成18年７月31日） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

      該当事項はありません。 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

３．時価のない主な有価証券の内容 

      該当事項はありません。 

当中間会計期間（自 平成19年２月１日 至 平成19年７月31日） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

      該当事項はありません。 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

３．時価のない主な有価証券の内容 

      該当事項はありません。 

種類 

前中間会計期間 
（平成18年７月31日） 

取得原価 
（千円） 

中間貸借対照
表計上額 

（千円） 

差額 
（千円） 

(1) 株式 6,104 12,637 6,533 

(2) 債券       

① 国債・地方債等 － － － 

② 社債 － － － 

③ その他 － － － 

(3) その他 － － － 

合計 6,104 12,637 6,533 

種類 

当中間会計期間 
（平成19年７月31日） 

取得原価 
（千円） 

中間貸借対照
表計上額 

（千円） 

差額 
（千円） 

(1) 株式 7,305 12,158 4,852 

(2) 債券       

① 国債・地方債等 － － － 

② 社債 － － － 

③ その他 － － － 

(3) その他 － － － 

合計 7,305 12,158 4,852 



前事業年度（自 平成18年２月１日 至 平成19年１月31日） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

      該当事項はありません。 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

３．時価のない主な有価証券の内容 

      該当事項はありません。 

（デリバティブ取引関係） 

 デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

  ヘッジ会計が適用されているため、記載を省略しております。 

（ストック・オプション等関係） 

   前中間会計期間（自 平成18年２月１日 至 平成18年７月31日） 

  １．ストック・オプションの内容及び規模 

（注）１．会社法施行前に付与しているため、公正な評価単価（付与日）は記載しておりません。 

   ２．株式数に換算して記載しております。 

  ２．中間財務諸表への影響額 

    会社法施行前に付与しているため、株式報酬費用はありません。 

種類 

前事業年度 
（平成19年１月31日） 

取得原価 
（千円） 

貸借対照表計
上額 

（千円） 

差額 
（千円） 

(1) 株式 6,704 13,986 7,281 

(2) 債券       

① 国債・地方債等 － － － 

② 社債 － － － 

③ その他 － － － 

(3) その他 － － － 

合計 6,704 13,986 7,281 

  平成18年ストック・オプション 

 付与対象者の区分及び人数 取締役３名、監査役１名及び従業員117名 

 ストック・オプションの付与数（注）２ 普通株式 270株 

 付与日 平成18年４月28日 

 権利確定条件 

 付与日（平成18年４月28日）から権利確定日（平成20年

４月29日）まで継続して、当社の取締役、監査役及び従業

員の地位にあること。 

 対象勤務期間  定めはありません。 

 権利行使期間  平成20年４月29日～平成23年４月28日 

 権利行使価格      （円） 590,149 

 公正な評価単価（付与日）（円） － 



   当中間会計期間（自 平成19年２月１日 至 平成19年７月31日） 

   該当事項はありません。 

   前事業年度（自 平成18年２月１日 至 平成19年１月31日） 

  １．ストック・オプションの内容及び規模 

（注）１．会社法施行前に付与しているため、公正な評価単価（付与日）は記載しておりません。 

   ２．株式数に換算して記載しております。 

  ２．財務諸表への影響額 

    会社法施行前に付与しているため、株式報酬費用はありません。 

（持分法損益等） 

 前中間会計期間（自 平成18年２月１日 至 平成18年７月31日） 

 該当事項はありません。 

 当中間会計期間（自 平成19年２月１日 至 平成19年７月31日） 

 該当事項はありません。 

 前事業年度（自 平成18年２月１日 至 平成19年１月31日） 

 該当事項はありません。 

  平成18年ストック・オプション 

 付与対象者の区分及び人数 取締役３名、監査役１名及び従業員117名 

 ストック・オプションの付与数（注）２ 普通株式 270株 

 付与日 平成18年４月28日 

 権利確定条件 

 付与日（平成18年４月28日）から権利確定日（平成20年

４月29日）まで継続して、当社の取締役、監査役及び従業

員の地位にあること。 

 対象勤務期間  定めはありません。 

 権利行使期間  平成20年４月29日～平成23年４月28日 

 権利行使価格      （円） 590,149 

 公正な評価単価（付与日）（円） － 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益又は中間純損失金額金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年２月１日 
至 平成19年７月31日） 

前事業年度 
（自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日） 

１株当たり純資産額 141,885.63円

１株当たり中間純利

益金額 
5,179.55円

１株当たり純資産額 135,809.83円

１株当たり中間純損

失金額 
△6,231.68円

１株当たり純資産額 147,217.10円

１株当たり当期純利

益金額 
10,456.76円

 なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利

益金額については、希薄化効果を有している

潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

（追加情報） 

 当中間会計期間から、改正後の「１株当た

り当期純利益に関する会計基準」（企業会計

基準委員会 最終改正平成18年１月31日 企

業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純

利益に関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準委員会 最終改正平成18年１月31日 

企業会計基準適用指針第４号）を適用してお

ります。 

 これによる影響はありません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利

益金額については、潜在株式が存在するもの

の１株当たり中間純損失であるため記載して

おりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額については、希薄化効果を有している

潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

（追加情報） 

 当事業年度から、改正後の「１株当たり当

期純利益に関する会計基準」（企業会計基準

委員会 最終改正平成18年１月31日 企業会

計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益

に関する会計基準の適用指針」（企業会計基

準委員会 最終改正平成18年１月31日 企業

会計基準適用指針第４号）を適用しておりま

す。 

 これによる影響はありません。 

  
前中間会計期間 

（自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年２月１日 
至 平成19年７月31日） 

前事業年度 
（自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日） 

中間（当期）純利益又は 

中間純損失（△）（千円） 
42,197 △51,286 85,630 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益又は 

中間純損失（△）（千円） 
42,197 △51,286 85,630 

期中平均株式数（株） 8,147 8,230 8,189 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり中間（当期）純利益金額

の算定に含めなかった潜在株式の概要 

新株予約権１種類 

（新株予約権の数 268個） 

 なお、概要は「第４提出会

社の状況、１株式等の状況、

(2)新株予約権等の状況」に記

載のとおりであります。 

新株予約権１種類 

（新株予約権の数 239個） 

 なお、概要は「第４提出会

社の状況、１株式等の状況、

(2)新株予約権等の状況」に記

載のとおりであります。 

新株予約権１種類 

（新株予約権の数 259個） 

 なお、概要は「第４提出会

社の状況、１株式等の状況、

(2)新株予約権等の状況」に記

載のとおりであります。 

前中間会計期間 
（自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年２月１日 
至 平成19年７月31日） 

前事業年度 
（自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日） 

―――――― ――――――  当社の愛知県大口町に開店を予定していた

店舗の建築発注先である㈱セントラル建設が

平成19年２月28日に自己破産手続開始の申立

を行いました。同社との工事請負契約金額は

39,400千円であり、工事進捗に応じた部分払

26,000千円が建設仮勘定に計上されておりま

す。 

 なお、当社は店舗の開店に向けて建築を続

行する努力を行っておりますが、開店時期は

当初の平成19年７月から遅れる見込みであり

ます。 



(2）【その他】 

該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

（1）有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第14期）（自 平成18年２月１日 至 平成19年１月31日）平成19年４月20日北海道財務局長に提出。

第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成18年10月27日 

株式会社丸千代山岡家  

  取締役会 御中      

  創研合同監査法人  

 
代表社員 

業務執行社員 
  公認会計士 佐野 芳孝  印 

 
代表社員 

業務執行社員 
  公認会計士 本間 寛   印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社丸千代山岡家の平成18年２月１日から平成19年１月31日までの第14期事業年度の中間会計期間（平成18年２月１日から

平成18年７月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書

及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法

人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社丸千代山岡家の平成18年７月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成18年２月

１日から平成18年７月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認

める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成19年10月29日 

株式会社丸千代山岡家  

  取締役会 御中      

  創研合同監査法人  

 
代表社員 

業務執行社員 
  公認会計士 佐野 芳孝  印 

 
代表社員 

業務執行社員 
  公認会計士 本間 寛   印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社丸千代山岡家の平成19年２月１日から平成20年１月31日までの第15期事業年度の中間会計期間（平成19年２

月１日から平成19年７月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等

変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社丸千代山岡家の平成19年７月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成19年２月

１日から平成19年７月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認

める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 
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